
21日機輸通投第249号 

平 成 2 2年 1月 1 4日 

組合員各位 

日 本 機 械 輸 出 組 合

専務理事 倉持 治彦

 

「2010年中国税制の行方」セミナーの開催について 

 －2009年度中国税務実務総まとめ及び 

2010年の中国税務対策、調査の方向性－ 

 

拝啓 時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、昨今の一層の中国経済の発展、我が国との取引規模の拡大の折、中国において事

業を展開する日本企業を取り巻く税務環境も複雑さを増しております。ハイテク企業に対

する税制優遇の改変、外資系企業に対するPE課税や移転価格等税務調査の強化、租税条約

上の受益者の認定基準の厳格化等、本邦企業にとって同国における税務政策を踏まえた的

確かつ効果的な税務のマネジメントの必要性が益々高まっております。 

つきましては、中国において10年以上の監査、税務業務の経験を有するＮＥＲＡ エコ

ノミックコンサルティング 中国総代表 鈴木康伸氏を講師に迎え、「2010年中国税制の行

方」と題して、同国における2009年度の税務政策の実態、2010年度の見通し等に関して講

演いただくこととしました。 

中国税制の昨今の状況、最新情報のアップデート、税務対策の効果的な実施、中国当局

の外資企業に対する中長期的展望等の多岐にわたるテーマを取り上げる予定です。万障お

繰り合わせの上、ご参加下さいますようご案内申し上げます。 

敬具 

 

記 

 

日  時：平成22年2月18日（木） 14:00～16:30 

場  所：機械振興会館 6Ｄ－１会議室  

（東京都港区芝公園３－５－８ 機械振興会館6階） 

http://www.jmcti.org/jmchomepage/shoukai/shozaichi/chizu/tokyo/tokyo_map.pdf 

 

テーマ：「2010年中国税制の行方」 

① 09年度の中国税収総括と今後の趨勢 

② 09年度税務調査の重点ポイント 

③ 2010年の税務政策（優遇税制の存続、国際税務・租税条約の拡充） 

④ 2010年の税務調査（調査の力点と対応、移転価格調査、税関調査、PE課税、

大手企業調査等） 



講  師：鈴木 康伸氏 

NERA エコノミックコンサルティング ヴァイスプレジデント 中国総代表 

 

会  費：無料（組合員限定） 

 

申込方法：セミナー参加ご希望の方は、2月12日（金）までに、当組合ホームページ下記

URLより（http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm）よりお申し

込み下さい。参加者多数の場合は、締め切りを繰り上げる場合がございます。 

なお、受講票等は発行いたしませんが、セミナー当日は名刺を受付にお渡

しくださいますようお願いいたします。 

 

キャンセル方法：2月15日（月）までに下記事務局までメール又は電話にてご連絡願いま

す。 

 

以上 

 

ご不明な点がございましたら、下記事務局までご連絡下さい。 

日本機械輸出組合 通商・投資グループ、 

℡ 03-3431-9348、Fax 03-3436-6455、mailto:tohshi@jmcti.or.jp 

 


